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研究成果の概要（和文）：当初の目的であった消費増税前後のサーベイ実験からのデータを分析した成果は、
『中央公論』や『朝日新聞』といった一般的媒体で公刊したほか、国内外で複数の研究会で報告した。本研究の
着想を促したフィリピンでの先駆け的なサーベイ実験の分析結果は、査読付き国際誌に掲載された。また、コロ
ナ禍という事態を受けて、本研究は、現代政治におけるアカウンタビリティー全般へと分析射程を広げたが、政
治リーダーへの評価についての論文を合計8本、論説レポート２本を公刊した。このうち、コロナ禍におけるワ
クチン接種の地域差に与党現職政治家が及ぼした影響を実証する論文は、インパクトファクターの高い国際誌に
掲載された。

研究成果の概要（英文）：Findings from the survey experiment conducted before/after the increase of 
consumption tax have been publicized in general outlets, such as Chuo-Koron and Asahi-Shimbun; in 
addition, they have been reported in several academic conferences in Japan and elsewhere. An article
 on findings from the survey experiment conducted in the Philippines, which originally gave 
inspiration to this project, was published in a refereed, international journal. Upon COVID-19 
pandemic, the project's scope has been extended to cover more generally the problems of political 
accountability in contemporary era; all together 10 articles and 2 research notes have been 
published. Among these, an article on how the governing incumbents' representation affected the 
regional variation of vaccination rollout was published in a refereed, high-impact factor journal. 

研究分野： 政治学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
当初この研究は消費増税前後での有権者の態度変化を検証する目的でスタートした。しかし、未曾有のコロナ禍
が起こり、政治学を含め社会科学の研究者が日本（や世界）の直面する問題にそれぞれの立場からタイムリーに
発信することが求められた。そうした中で、とりわけ自然災害やコロナという文脈との関連で政治リーダーへの
評価に関して複数の論考を公刊できたこと、またワクチン接種の地域差に与党現職政治家たちが及ぼした影響を
実証する論文を、インパクトファクターの高い国際ジャーナルに公刊できたことは、学術的にも社会的にも意義
があることだと評価する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

fiscal contract という古典的概念の淵源は、イングランドの名誉革命にまで遡る。端的に言え
ば、この概念は、支配者が税金徴収を正当化するためには、被支配者がのぞむような代表性のあ
る政治体制もしくは被支配者の選好に則した公共政策を約束する交渉が成立していなければな
らないことを示唆する(e.g. Bates and Lien 1985; North and Weingast 1989)。今日においても、
政治学における税とアカウンタビリティに関する考え方は、この概念に導かれているといって
いいであろう。この分野の実証研究としては、従来からのマクロレベルの観察データを用いた国
際比較研究と、人々の行動や態度決定のミクロ的基礎を実験的手法によって解明しようと試み
るより最近の研究がある。前者では、税の取り立てが民主化を促進したり、公共サービスの向上
や所得権保護の改善に資することなどが明らかにされてきた（Ross 2004; Timmons 2005）。しか
し、後者では、必ずしもこの概念の理論的期待通りに一貫した結果が得られてはいない。確かに、
税負担が増えることを情報的刺激として与えると、人々が政府に対する監視を強めたり、政府の
財政政策により多くの関心を持つようになるとの報告もあるが（e.g. Martin 2014）、同種の刺激
に対して人々は必ずしもアカウンタビリティ要求を強めるパターンを頑健には見出せない、と
する論文も見受けられた（e.g. Paler 2013; Lü et al.2017）。 
 こうした研究動向をふまえ、研究を開始した当初、本研究では、日本の 2019 年の消費増税の
タイミングに合わせてすでに研究代表者が行っていたサーベイ実験（実験を組み込んだ世論調
査）から得られたデータを詳細に分析し、政府に対する一般有権者の態度がどう変化したかを実
証的に明らかにしたいと考えた。そもそも fiscal contract 概念は、人民が国王や貴族から権利を
勝ち取ってきたという歴史的経緯の中で語られるが、その概念の前提には、課される税負担が自
明であり、また自らの納税によってどのような公共財（代表性ないし公共サービス）がもたらさ
れるかが明確である、という考えがある。しかし、租税制度が高度に複雑化した現代では、政治
エリートは細かく除外・留保措置を講じるなどして意図的に税改革における不確実性を高める
ことができる。そのような不確実性により、有権者が政府の税の使い方に対する監視や要求を弱
めることがあるとすれば、それは民主主義のアカウンタビリティのメカニズムを揺るがしかね
ない。本研究では、現代民主主義の根幹に関わるこの重要な問題について、実証と理論の両面か
ら独自で新しい学術的知見を提供することを目指して開始された。 
 
 
２．研究の目的 
 
上記の背景説明で述べた通り、当初の研究の目的は、2019 年の消費増税前後での有権者の態

度変化を、サーベイ実験データに基づいて分析することを通して、今日の税とアカウンタビリテ
ィの関係を探求することであった。ところが、研究を開始して早々に、未曾有のコロナパンデミ
ックが起こり、日本を含む多くの国々の政治経済状況が激変し、財政支出や財政構造にも重大な
変更が余儀なくされた。この経緯を受けて、研究代表者は、当初の研究計画の中心に置かれてい
た消費増税の文脈のみならず、現代政治におけるアカウンタビリティの問題全般に本研究の外
縁を広げることにした。具体的には、コロナ禍という特殊な状況をふまえ、日本の有権者が政府
の政策的な業績をどう評価するか、また個々の政治家のリーダーシップに対してどう評価をす
るか、さらにはそうした評価を受けて（あるいは予測して）政府やリーダーがどのような対応を
するかを、分析射程に収めて実証的に明らかにすることを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 
 開始当初の計画に沿って進めた研究としては、2019 年の消費増税時のサーベイ実験データに
加えて、新たに時事通信社から月次データを取得（購入）し、消費増税の実施前後における世論
の変化を把握することにした。 
また、コロナ禍発生を受けて拡張した研究としては、とりわけ以下の 3点に重点をおいた。第

一に、政治リーダーに対する評価を捉えるべく、日本を代表するマスメディアが行なっている世
論調査の結果、とりわけ内閣支持率の動向に着目して、その変化を分析した。第二に、政治リー
ダーのアカウンタビリティを測る指標の一つとして、首相や知事が開いた記者会見のタイミン
グや頻度（および部分的ながらその内容）を、各都道府県などへ問い合わせてデータ化した。第
三に、コロナパンデミックそのものの被害や拡散状況を、NHK などの大手メディや地方新聞など
を通して、体系的かつ正確に把握することに努めた。 
 分析手法としては、基本的には標準的な統計的な分析と検証を用いた。研究成果の発信として
は、国内外の学会や研究会での発表を通じて批判的コメントを摂取し、査読を伴う国際学術誌へ
投稿して掲載されることを目指したほか、特にコロナ関連の論文については、一般読者を想定し



た総合誌などへ、できるだけタイムリーに 
 
 
４．研究成果 
 
本研究では、論文 10 本と論説リポート２本を公刊した。加えて、国内および国際的な学会や

研究会で研究成果を発表した。詳しくは、リサーチマップ https://researchmap.jp/read0129663
を参照されたい。 
まず、日本の消費増税実験の前に、大きな税改革が行われたタイミングに合わせてフィリピン

で行っていたサーベイ実験から得られたデータを分析した論文（G・Montinola 氏などとの共著）
を、初年度である令和２年度に査読付の国際ジャーナルで公刊した。この研究では、税負担が変
化する可能性を明示的にリマインドされると、有権者たちが政府の予算や予算の使い方に関す
る情報を得たいと思う傾向を助長する効果があることが示された。しかも、この効果は、増税の
可能性が示唆された場合にも減税の可能性が示唆された場合にも、同様に見出された。もう一つ
の重要な知見は、こうした効果が、特に貧困層、すなわち（多額の税金を収める階層ではなく）
公共サービスの多寡に最も敏感な階層に顕著に見出された、ということであった。これらの実証
結果は、税金徴収と政治的アカウンタビリティとの関係が、今日においては、古典的な fiscal 
contract 概念によって必ずしも捉えきれないことを示唆している。 
一方、コロナ禍という未曾有の事態を受け、政治学を含め社会科学の研究者が日本（や世界）

の直面する課題にそれぞれの立場からタイムリーに発信することが求められる中にあって、特
に日本の政治家のリーダーシップおよびアカウンタビリティのあり方、さらにはコロナ状況を
ふまえた中での有権者の政治評価について、研究を進めた。 
令和２年度には、論文 2本と論説レポート１本を公刊した。そのうちの 2本の論考（ともに三

村憲弘氏との共著）では、特に日本のマスメディアが行なっている内閣支持率に関する調査の問
題点を指摘する論文で、その内容の一端は、新聞社やテレビ局などメディア関係者が多く所属す
る「日本世論調査協会」で報告をする機会をえた。近年、大手メディアの調査による内閣支持率
の数値に、時折大きなばらつきが見られ、そうしたばらつきはメディア自体の調査方法や政策志
向に影響されているものの、逆の見方をすると、そうした違いを乗り越えて、各社の調査結果が
収斂する場合には、内閣への信任・不信任が決定的であることを意味する。この見方に沿って、
コロナ対応の中で不支持率が高まった菅義偉政権の末期は、まさに、そのような状況、つまりど
の媒体の調査結果を見ても、等しく支持が得られていないことが明らかだったことをデータに
よって実証した。 
令和３年度には、論文を 3 本公刊した。そのうちの２本は、（内村大地氏の協力のもと）独自

に収集した全国の知事による記者会見の頻度とコロナ感染の拡大を分析した論考で、被害の拡
大とともに会見の数が増えるものの、いわゆる感染第１波から第 2波にかけて、会見数が相対的
に減少したことが明らかにされた。（図１参照） 

 

 図１知事の臨時記者会見数とコロナ感染者数の推移 

（河野勝「失われた政治リーダーの説明責任」2021 年『Voice』 5 月号より） 
 

 
令和 4年度には、研究全体を総括する場として、名古屋大学法学研究科と関西学院大学総合政

策学部（「政策・統計分析研究会」）にて、それぞれ「コロナ禍における政治のアカウンタビリテ
ィー」と「現代日本における政治のアカウンタビリティー」と題して報告の機会を設けていただ
いたほか、American Political Science Association の年次総会に参加して欧米の様々な研究



者たちから本研究へのコメントをいただいた。 
また、令和４年度には、コロナ禍における日本のワクチン接種の進捗の地域的ばらつきが政権

党である自民党及び公明党の国会議員数の多寡に影響されたことを示す論文を、インパクトフ
ァクターの高い査読付き国際ジャーナルで公刊した（菊地柾慶・石原聖也氏との共著）。この研
究では、コロナの感染状況や地方自治体の社会的デモグラフィックス、さらには医療従事者の数
などを統制した上でも、都道府県及びその下位の自治体レベルの両方においてワクチン接種の
進捗パターンに政治的影響力が見出されることを実証した。コロナ禍に対する政治の対応を実
証した論文は世界ではめずらしくないが、日本を対象にした研究は極めて少なく、貴重な学術的
貢献をできたと考えている。なお、この論文は、早稲田大学からの支援を受け、オープンアクセ
スとして利用可能となっている。 
さらに、令和５年度には、コロナ禍において政治家の発信能力が問われる中、日本の国政選挙

の際に、政治家が SNS を通じて発信することが選挙結果にどのような影響を与えるかについて
の論文（鷲尾拓洋氏との共著）を公刊した。この研究では、有権者の共感を形成するような発信
をとりわけ野党の候補者がした場合、政治的効果を顕著に高めるという分析結果を、データの裏
付けをもって提示した。この論文は、その後、外務省の海外発信サイト Discuss Japan から依頼
を受け、英語でも公刊された。 
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